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【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第４項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 2019年７月１日 

【四半期会計期間】 第46期第１四半期（自  2018年３月１日  至  2018年５月31日） 

【会社名】 イオンディライト株式会社 

【英訳名】 AEON DELIGHT CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    濵  田  和  成 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区南船場２丁目３番２号 

【電話番号】 ０６（６２６０）５６２９ 

【事務連絡者氏名】 財務経理部長    山  田  英  司 

【最寄りの連絡場所】 大阪市中央区南船場２丁目３番２号 

【電話番号】 ０６（６２６０）５６２９ 

【事務連絡者氏名】 財務経理部長    山  田  英  司 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

(注）当第１四半期連結会計期間より、日付の表示を和暦から西暦に変更しております。
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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

 当社は、本決算手続きを進めるにあたり、2019年３月下旬に、当社連結子会社の株式会社カジタクに

おいて不適切な会計処理が行われていた可能性があることが判明しました。全容解明のため、当社と利

害関係を有しない外部の専門家によって構成される特別調査委員会を設置し、2019年６月27日に当該調

査委員会より最終調査報告書を受領いたしました。 

 

 当該調査結果を踏まえ、未設置物件請求による売上計上など同社の会計処理につき、不正な会計処理

が認められたため、過去に提出した有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表並び

に四半期連結財務諸表に含まれる不正な会計処理を訂正し、有価証券報告書等の訂正報告書を提出する

ことを決定いたしました。 

 

 これらの決算訂正により、当社が2018年７月13日に提出いたしました第46期第１四半期（自 2018年

３月１日 至 2018年５月31日）に係る四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたの

で、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するもの

であります。 

 なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを

受けており、その四半期レビュー報告書を添付しております。 

２【訂正事項】

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

連結経営指標等 

第２ 事業の状況 

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

第４ 経理の状況 

１ 四半期連結財務諸表 

(1）四半期連結貸借対照表 

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第１四半期連結累計期間 

四半期連結包括利益計算書 

第１四半期連結累計期間 

注記事項 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（セグメント情報等） 

（１株当たり情報） 

 

３【訂正箇所】

 訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂

正事項については、訂正後のみを記載しております。 
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第45期 

第１四半期 
連結累計期間 

第46期 
第１四半期 
連結累計期間 

第45期 

会計期間 
自  2017年３月１日 
至  2017年５月31日 

自  2018年３月１日 
至  2018年５月31日 

自  2017年３月１日 
至  2018年２月28日 

売上高 （百万円） 75,064 76,370 292,396 

経常利益 （百万円） 3,367 3,816 13,381 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 2,040 2,067 6,397 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,195 2,106 7,707 

純資産額 （百万円） 85,236 89,520 89,143 

総資産額 （百万円） 139,635 145,528 144,678 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 38.83 39.31 121.68 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） 38.73 39.21 121.34 

自己資本比率 （％） 59.2 59.4 59.5 

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれ

ている事業の内容について、重要な変更はありません。 

  なお、2018年４月に永旺永楽深蘭科技（上海）有限公司を新たに設立、2018年５月に㈱ユーコム

を新たに取得しております。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び

当社の連結子会社）が判断したものであります。 

 

(1）経営成績の分析 

① 連結経営成績に関する定性的情報 

（当社を取り巻く経営環境） 

 当第１四半期連結累計期間（2018年３月１日～2018年５月31日）、国内では、労働人口の減

少や高齢化に伴う人手不足が社会課題となる中、当社が事業領域とするファシリティマネジメ

ント（以下、ＦＭ）業界では、施設管理業務における省人化の必要性が高まりました。加え

て、当社が事業を展開する中国においても人手不足が顕在化してきました。 

 こうした中、当社は、国内外で生産性向上を目的とした各種取り組みを実施すると共に、お

客さまのアウトソーシングニーズに応え、引き続き、ＩＦＭの提案活動を強化いたしました。 

※ＩＦＭ（インテグレーテッド・ファシリティマネジメント） 

 ファシリティに関するアウトソーシングニーズを統合的に管理運営するサービス 

 

（生産性向上に向けた取り組み） 

 国内では、大型商業施設でセンシング技術などを活用した施設管理業務の遠隔監視や自動制

御化の実証実験を進めました。また、業務効率化や標準化などにより、約30箇所の常駐型拠点

で省人化を実施し、巡回型拠点などへの人員再配置を進めることで営業機会の拡大を図りまし

た。さらに、セコム㈱との協業により、地域社会を支えるＦＭの新たなビジネスモデル構築に

向けた取り組みを開始しました。 

 テクノロジーの活用で先行する中国では、４月に、ＡＩ（人工知能）の基礎研究や応用開発

に強みがあり同分野で中国有数の技術力を持つ深蘭科技（上海）有限公司との共同出資により

新会社「永旺永楽深蘭科技（上海）有限公司」を設立しました。今後、同社をＲ＆Ｄセンター

として、当社が日本で培ってきたノウハウとＡＩやＩｏＴ、ロボティクスといった先端のテク

ノロジーを融合させた「スマートＦＭ」を構築してまいります。スマートＦＭでは、施設管理

業務の自動化、効率化を進め、大幅な生産性向上を図ります。さらに、お客さまが保有される

施設のインテリジェント化により、施設利用者の利便性向上を実現してまいります。 

 当社はこれらの取り組みにより、事業モデルを変革し、高効率かつ高品質なＦＭモデルを確

立してまいります。 

 

（顧客の拡大） 

 国内では、新たに公的研究機関の研究開発所、医薬品メーカーのオフィスビル、外資系メー

カーの事業所、病院へサービスの提供を開始しました。 

 中国では、重点ターゲットとする中高級施設への営業活動に注力し、大型商業施設や交通イ

ンフラ関連施設の総合管理業務を新たに受託しました。 

 アセアンでは、ベトナムにて営業体制の強化により、同国内にチェーン展開する地場企業へ

提供サービスを拡大すると共に日系企業の工場の清掃業務を新たに受託しました。 
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（経営成績） 

  当第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高763億70百万円（対前年同期比101.7％）、

営業利益37億85百万円（同113.5％）、経常利益38億16百万円（同113.3％）、親会社株主に帰

属する四半期純利益20億67百万円（同101.3％）となりました。 

 

② 当第１四半期連結累計期間における主要事業の概況 

セグメントの名称 売上高（百万円） 構成比（％） 前年同四半期比（％） 

設 備 管 理 事 業 14,102 18.5 107.1 

警 備 事 業 11,074 14.5 100.7 

清 掃 事 業 14,247 18.7 103.7 

建 設 施 工 事 業 10,503 13.7 89.6 

資 材 関 連 事 業 12,906 16.9 102.1 

自 動 販 売 機 事 業 8,106 10.6 101.1 

サ ポ ー ト 事 業 5,429 7.1 113.7 

合 計 76,370 100.0 101.7 

 

・設備管理事業は、売上高141億２百万円（対前年同期比107.1％）となり前年を上回る結果とな

りました。新規受託に加え、お客さまのコンプライアンス対応を支援する防火設備定期検査や

非常用発電機負荷試験の実施、及びそれらにより判明した不具合改修業務の受託を拡大しまし

た。 

 

・警備事業は、売上高110億74百万円（対前年同期比100.7％）となり前年を上回る結果となりま

した。労働需給の逼迫感が強まる中、労働力確保に向けて職場環境の改善を含めた働き方改革

に継続的に取り組むと共に、省力化を目的に出入管理や巡回警備等のシステム化を進めまし

た。 

 

・清掃事業は、売上高142億47百万円（対前年同期比103.7％）となり前年を上回る結果となりま

した。新規受託に加えて、環境に配慮した資機材の開発や拡販を進めました。また、従来より

推進する生産性向上を目的とした業務の省力化に取り組みました。 

 

・建設施工事業は、主要顧客における各種工事の遅れなどの影響により、売上高105億３百万円

（対前年同期比89.6％）となり前年を下回る結果となりました。一方で、重要施策とするテナ

ント入替に伴うリニューアル工事の提案活動を積極化すると共に、各種工事の見積精査を徹底

することで収益性を改善しました。 

 

・資材関連事業は、売上高129億６百万円（対前年同期比102.1％）となり前年を上回る結果とな

りました。売上拡大に向けて、イオンのプライベートブランド「トップバリュ」の包装包材の

受託を拡大しました。また、取引先との関係強化を目的に経費削減を支援する在庫管理システ

ムの導入検証を進めました。 

 

・自動販売機事業は、売上高81億６百万円（対前年同期比101.1％）となり前年を上回る結果と

なりました。イオンの電子マネーＷＡＯＮのポイントを付与できる自販機の設置を推進すると

共に、デジタルサイネージ型自販機を使った広告放映や災害情報の表示、ＱＲコードを使った

コンテンツ企画など、付加価値向上に努め、次世代型自販機の設置拡大を図りました。 
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・サポート事業は、売上高54億29百万円（対前年同期比113.7％）となり前年を上回る結果とな

りました。イオンコンパス(株)など連結子会社が同セグメントの売上高向上に寄与しました。 

 

 各セグメントにおけるセグメント利益については、設備管理事業は14億77百万円（前年同四半

期比131.7％）、警備事業は７億22百万円（同93.4％）、清掃事業は16億83百万円（同

107.2％）、建設施工事業は９億89百万円（同108.5％）、資材関連事業は７億43百万円（同

104.6％）、自動販売機事業は４億19百万円（同99.4％）となり、またサポート事業はセグメン

ト損失２億74百万円（前年同期はセグメント損失129百万円）となりました。 

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はあ

りません。 

 

(3）研究開発活動 

  特記事項はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,400,000

計 86,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
（2018年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（2018年７月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,169,633 54,169,633
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 54,169,633 54,169,633 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

  当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

決議年月日 2018年４月11日並びに2018年５月10日

新株予約権の数（個） 261

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 26,100（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 0.5

新株予約権の行使期間 2018年６月10日～2033年６月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格    3,439.50

資本組入額  1,719.75 （注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を割り当てられた者及び相続の場合の権利承継

者は、新株予約権を譲渡し、又はこれを担保に供すること

はできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１  当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、係る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が吸収分割も

しくは新設分割を行う場合、その他これらの場合に準じて株式数の調整を必要とする場合は、当社は必要と

認められる株式数の調整を行うものとする。

２  新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。

３  新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権を割り当てられた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の取

締役又は監査役の地位にあることを要する。ただし、当社の取締役及び監査役を退任した場合であって

も、退任日から５年以内に限って権利行使ができるものとする。

(2）新株予約権については、その数の全数につき一括して行使することとし、これを分割して行使することは

できないものとする。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。 
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2018年３月１日～

2018年５月31日
－ 54,169 － 3,238 － 2,963

 

（６）【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（７）【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確

認できないため、記載することができないことから、直前の基準日（2018年２月28日）に基

づく株主名簿による記載をしております。 

 

①【発行済株式】

2018年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  1,590,100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  52,521,300 525,213 －

単元未満株式 普通株式    58,233 － －

発行済株式総数 54,169,633 － －

総株主の議決権 － 525,213 －

（注）１  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権２個）含ま

れております。

２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式32株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2018年２月28日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

 

イオンディライト㈱

大阪市中央区南船場

２丁目３番２号
1,590,100 － 1,590,100 2.94

計 － 1,590,100 － 1,590,100 2.94

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年

３月１日から2018年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年３月１日から2018年５月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビュー

を受けております。 

  また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出

していますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レ

ビューを受けています。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(2018年２月28日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 39,536 38,464 

受取手形及び売掛金 35,739 38,046 

電子記録債権 2,765 2,332 

たな卸資産 2,623 2,470 

関係会社寄託金 32,000 32,000 

その他 5,777 6,468 

貸倒引当金 △130 △156 

流動資産合計 118,311 119,625 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,582 1,552 

土地 1,975 2,032 

その他（純額） 6,483 6,370 

有形固定資産合計 10,041 9,955 

無形固定資産    

のれん 6,113 6,060 

その他 1,699 1,571 

無形固定資産合計 7,813 7,632 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,334 5,204 

その他 3,789 3,624 

貸倒引当金 △610 △513 

投資その他の資産合計 8,512 8,316 

固定資産合計 26,367 25,903 

資産合計 144,678 145,528 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(2018年２月28日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年５月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 25,820 26,391 

電子記録債務 4,474 5,272 

短期借入金 225 371 

１年内返済予定の長期借入金 － 2 

未払法人税等 3,059 1,825 

賞与引当金 1,244 2,317 

役員業績報酬引当金 133 52 

売上値引引当金 599 664 

その他 13,503 12,655 

流動負債合計 49,060 49,555 

固定負債    

長期借入金 － 17 

役員退職慰労引当金 178 128 

退職給付に係る負債 1,585 1,587 

資産除去債務 51 52 

売上値引引当金 979 1,120 

その他 3,680 3,546 

固定負債合計 6,474 6,452 

負債合計 55,535 56,008 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,238 3,238 

資本剰余金 19,019 19,072 

利益剰余金 62,756 63,193 

自己株式 △430 △424 

株主資本合計 84,582 85,079 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,574 1,537 

為替換算調整勘定 313 252 

退職給付に係る調整累計額 △402 △405 

その他の包括利益累計額合計 1,484 1,385 

新株予約権 303 333 

非支配株主持分 2,773 2,722 

純資産合計 89,143 89,520 

負債純資産合計 144,678 145,528 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自  2017年３月１日 
  至  2017年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  2018年３月１日 

  至  2018年５月31日) 

売上高 75,064 76,370 

売上原価 66,060 67,028 

売上総利益 9,003 9,342 

販売費及び一般管理費 5,669 5,556 

営業利益 3,334 3,785 

営業外収益    

受取利息 9 9 

受取配当金 22 30 

持分法による投資利益 13 15 

その他 37 22 

営業外収益合計 84 78 

営業外費用    

支払利息 7 4 

為替差損 2 10 

その他 40 31 

営業外費用合計 50 47 

経常利益 3,367 3,816 

特別利益    

投資有価証券売却益 2 － 

特別利益合計 2 － 

特別損失    

事業整理損 3 － 

減損損失 2 － 

特別損失合計 6 － 

税金等調整前四半期純利益 3,364 3,816 

法人税、住民税及び事業税 1,346 1,655 

法人税等調整額 △126 △65 

法人税等合計 1,219 1,589 

四半期純利益 2,145 2,226 

非支配株主に帰属する四半期純利益 104 159 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,040 2,067 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自  2017年３月１日 
  至  2017年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  2018年３月１日 

  至  2018年５月31日) 

四半期純利益 2,145 2,226 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 123 △35 

為替換算調整勘定 △95 △83 

退職給付に係る調整額 21 △2 

その他の包括利益合計 50 △120 

四半期包括利益 2,195 2,106 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,117 1,967 

非支配株主に係る四半期包括利益 77 138 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1)連結の範囲の重要な変更 

 当第１四半期連結会計期間より中央管財㈱が当社子会社である㈱白青舎と合併したため、

連結の範囲より除外しております。 

 また、当第１四半期連結会計期間において㈱ユーコムの株式を新規取得したことにより、

同社及びその子会社２社を連結の範囲に含めております。 

 

(2)持分法適用の範囲の重要な変更 

 該当事項はありません。 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却

費を含む。）及びのれんの償却額は次のとおりであります。 

 
前第１四半期連結累計期間
（自  2017年３月１日
至  2017年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2018年３月１日
至  2018年５月31日）

減価償却費 537百万円 611百万円

のれんの償却額 179 178 

 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自  2017年３月１日  至  2017年５月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年４月12日

取締役会
普通株式 1,418 27.00 2017年２月28日 2017年５月９日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半

期連結会計期間の末日後となるもの 

  該当事項はありません。 

 

３．株主資本の著しい変動 

  該当事項はありません。 

 

当第１四半期連結累計期間（自  2018年３月１日  至  2018年５月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年４月11日

取締役会
普通株式 1,629 31.00 2018年２月28日 2018年５月７日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半

期連結会計期間の末日後となるもの 

  該当事項はありません。 
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３．株主資本の著しい変動 

  該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  2017年３月１日  至  2017年５月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント（ＩＦＭ事業） 

 
設備管理 

事業 警備事業 清掃事業 
建設施工 

事業 
資材関連 

事業 
自動販売機

事業 
サポート 

事業 合計 

売上高                

外部顧客への売上高 13,165 11,001 13,743 11,724 12,638 8,017 4,773 75,064 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
6 49 43 39 21 － 578 738 

計 13,172 11,051 13,786 11,763 12,659 8,017 5,351 75,803 

セグメント利益又は損失(△） 1,121 773 1,570 911 710 421 △129 5,378 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差

額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 5,378 

セグメント間取引消去 △134

のれんの償却額 △179 

全社費用（注） △1,730

四半期連結損益計算書の営業利益 3,334 

（注）  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとののれん等に関する情報 

  のれんについて、当社グループは、ＩＦＭ事業推進に伴う戦略的費用と認識してお

り、各報告セグメントの算定には含めておりません。 
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  2018年３月１日  至  2018年５月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント（ＩＦＭ事業） 

 
設備管理 

事業 警備事業 清掃事業 
建設施工 

事業 
資材関連 

事業 
自動販売機

事業 
サポート 

事業 合計 

売上高                

外部顧客への売上高 14,102 11,074 14,247 10,503 12,906 8,106 5,429 76,370 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
6 44 42 45 24 － 505 667 

計 14,109 11,119 14,289 10,549 12,930 8,106 5,934 77,038 

セグメント利益又は損失（△） 1,477 722 1,683 989 743 419 △274 5,760 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差

額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 5,760 

セグメント間取引消去 △209

のれんの償却額 △178 

全社費用（注） △1,586

四半期連結損益計算書の営業利益 3,785 

（注）  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとののれん等に関する情報 

  のれんについて、当社グループは、ＩＦＭ事業推進に伴う戦略的費用と認識してお

り、各報告セグメントの算定には含めておりません。 
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（企業結合等関係）

取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

(1)被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称   ㈱ユーコム 

事業の内容      店舗並びにインテリアの設計・企画・施工・監理 等 

(2)企業結合を行った主な理由 

 同社は設計・デザイン企画分野において優れた実績・人材を有すると共に、既に当社顧

客と良好な関係を構築していることから、事業構造改革の加速と、設計から施工までの一

貫した事業構造の構築を目的として㈱ユーコムの株式取得を行いました。 

(3)企業結合日 

2018年５月18日 

(4)企業結合の法的形式 

株式の取得 

(5)結合後企業の名称 

㈱ユーコム 

(6)取得した議決権比率 

取得直前に所有していた議決権比率     0.00％ 

企業結合日に追加取得した議決権比率   100.00％ 

取得後の議決権比率           100.00％ 

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。 

 

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

 2018年５月31日をみなし取得日としているため、貸借対照表のみを連結しており、当第１

四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に被取得企業の業績は含めておりません。 

 

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価    現金及び預金       200百万円 

         取得原価         200百万円 

 

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

(1)発生したのれんの金額 

136百万円 

(2)発生原因 

主として今後の事業展開によって期待される超過収益力に依るものであります。 

(3)償却方法及び償却期間 

５年間にわたる均等償却 
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（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目
前第１四半期連結累計期間
（自  2017年３月１日
至  2017年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2018年３月１日
至  2018年５月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 38円83銭 39円31銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,040 2,067 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
2,040 2,067 

普通株式の期中平均株式数（千株） 52,563 52,585

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 38円73銭 39円21銭 

（算定上の基礎）    

普通株式増加数（千株） 127 126

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。 

 

２【その他】

（剰余金の配当） 

  2018年４月11日開催の取締役会において、剰余金の配当につき次のとおり決議いたしました。 

(1）配当金の総額                                   1,629百万円 

(2）１株当たり配当金                                  31円00銭 

(3）支払請求権の効力発生日及び支払開始日        2018年５月７日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

  該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2019年６月28日 
 
イオンディライト株式会社 
 

取締役会  御中  

 
 
 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 美    馬    和    実    印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中      田        明    印 

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

るイオンディライト株式会社の2018年３月１日から2019年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連

結会計期間(2018年３月１日から2018年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2018年３月１日か

ら2018年５月31日まで)に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。 

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イオンディライト株式会社及び連

結子会社の2018年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成

績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

その他の事項 

  四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正

している。なお、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して2018年７月10日に四半期レビュ

ー報告書を提出した。 

 

利害関係 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上
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(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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